
新 潟 県 柏 崎 市 も の づ く り リ ー デ ィ ン グ カ ン パ ニ ー 成 長 投

資 助 成 金 交 付 要 綱  

 （趣旨 ）  

第１条  この要綱 は、 地域 経済を牽 引する企 業の創出 と市内経 済の好

循環を図 るため 、 市内の中 小企業 者 による高 い付加 価 値を生み 出す

先端設備 等の導 入 や人材開 発に 対 し 、柏崎市 ものづ く りリーデ ィン

グカンパ ニー 成長 投資助成 金（以下「 助成金」と いう。）を交付す る

ことにつ いて、 新 潟県柏崎 市 補助 金 等交付規 則（昭 和 ５０年規 則第

２９号。以下「 交付 規則」という 。）に 定めるも ののほか、必要な事

項を定め るものと する。  

 （定義 ）  

第２条  この要綱 において、「 中小企 業者」とは、中小企 業基本法（ 昭

和３８年 法律第 １ ５４号） 第２条 第 １項第１ 号に規 定 する もの をい

う。  

 （助成 対象者）  

第３条  助成対象 者は、中 小企業者 で、次の 各号のい ずれにも 該当す

るものと する。  

 ⑴  製 造業を主 たる事業 として営 むもの  

 ⑵  市 内に本社 又は主た る事業所 を有 する もの  

 ⑶  引 き続き１ 年以上事 業を営 ん でいる も の  

 ⑷  市 税を滞納 していな い もの  

 ⑸  生 産性向上 特別措置 法 （平成 ３０年法 律第２５ 号 。以下 同じ。）

に 基 づ く 認 定 先 端 設 備 等 導 入 計 画 に 従 っ て 先 端 設 備 等 を 取 得 し

た者で、 地方税法 （昭和２ ５年法律 第２２６ 号） に基 づく固定 資

産税の特 例の適用 を受ける ことがで きるもの  

 （助成 対象）  

第４条  助成対象 となる事 業（以下「 助成事業」と いう。）は、生産性

向上特別 措置法 に 基づく認 定先端 設 備等導入 計画に 従 って 労働 生産

性向上の 目標を 達 成するた めに実 施 する 先端 設備等 の 導入事業 であ

って、当 該計画 に 掲げる各 事業年 度 （計画開 始直前 の 決算 から ３年

を経過す るまで間 における 一事業年 度をいう 。以下同 じ 。）におい て、

年３パー セント以 上の労働 生産性向 上を達成 したもの とする。  



 （助成 金の算定 基礎額 ）  

第５条  助成金の 算定基礎 は、 次に 掲げる経 費 とし、 各事業年 度にお

ける期末 決算の 合 計額から 前年度 期 末決算 の 合計額 を 差し引い た金

額とする 。  

 ⑴  営 業利益  

 ⑵  人 件費（退 職金を除 く。）  

 ⑶  減 価償却費  

 （助成 金の額）  

第６条  各事業年 度におけ る助成 金 の額は、 前条に規 定する算 定基礎

額の２分 の１以 内 の額とし 、３０ 万 円を限度 とする 。 ただし、 １，

０００円 未満の端 数は 、こ れを切り 捨てる も のとする 。  

２  前項 の規定に かかわら ず、 各事 業年度に おいて 次 の各号に 掲げる

区分に該 当する 場 合は、 当 該各号 に 定める額 を 前項 の 助成金の 額に

加算する ものとす る。  

⑴   新規雇 用確保枠（ 新卒者（学 校 教育 法（ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ２

６ 号 ） に 規 定 す る 学 校 を 卒 業 後 、 １ 年 以 内 に 就 職 し た 者 を

い う 。）又はＵ Ｉタ ーン者（ 市外か ら 本市への 移住者（ 住所を本

市以外に 異動しな い場合で も、市 外に 居住して いたこと が明らか

で あ る 者 を 含 む 。） を い う 。 雇 用 開 始 日 に お い て 、 年 齢 が ３ ５ 歳

未 満 の 者 に 限 る 。） を 期 間 の 定 め が な い 従 業 員 （ １ 週 間 の 所 定 労

働 時 間 が ３ ０ 時 間 以 上 の 者 に 限 る 。） と し て 雇 用 し 、 当 該 従 業 員

が決算期 末に在籍 かつ市内 に住所を 有し てい る場合 ） １人につ

き１０万 円  

 ⑵  地 域経済循 環枠 （市 内事業者 から先端 設備等 の 購入があ った場

合）  １ 申請につ き５万円  

３  一の 助成対象 者に対す る 助成金 の交付は 、同一年 度内で１ ００万

円を限度 とし、予 算の範囲 内で交付 する。  

 （助成 金の交付 申請）  

第７条  助成金の 交付を申 請しよう とする中 小企業者（ 以下「申請 者」

という。）は、 各 事 業年度の 終了後６ か月以内 に 柏崎市 も の づ く り

リ ー デ ィ ン グ カ ン パ ニ ー 成 長 投 資 助 成 金 交 付 申 請 書 兼 実 績 報 告

書（別記 第１号 様 式）に次 に掲げ る 書類を添 えて 、 市 長に提出 しな



ければな らない。  

⑴   決算書（直近 ２年 間の貸借 対照表 、損 益計算書 及び製造 原価報

告書）の 写し  

 ⑵  従 業員台帳 及び雇用 保険被保 険者台帳 の写し（ 前条第２ 項 第１

号に該当 する場合 ）  

 ⑶  先 端設備等 の支払を 証する書 類の写し （前条第 ２項第２ 号に該

当する場 合）  

 ⑷  市 内に本社 又は主た る事業所 を有する ことを証 明する書 類（登

記簿謄本 等）  

⑸  市税 完納証明 書  

 ⑹  前 各号に掲 げるもの のほか、 市長が必 要と認め る書類  

 （助成 金の交付 決定 及び 交付額の 確定 ）  

第８条  市長は、 前条の 規 定による 申請を受 理した場 合は、そ の内容

を審査し 、適当 と 認めたと きは、 必 要な条件 を付し て 助成金の 交付

を 決 定 す る と と も に 、 そ の 額 を 確 定 し 、 柏 崎 市 も の づ く り リ ー デ

ィ ン グ カ ン パ ニ ー 成 長 投 資 助 成 金 交 付 決 定 通 知 書 兼 確 定 通 知 書

（別記第 ２号様 式 ）により 、速や か に申請者 に通知 し 、助成金 を交

付するも のとする 。  

 （検査 等）  

第９条  市長は、 助成事業 者に対し 、 助成事 業の成果 及び経理 の状況

について 説明を求 め、又は 検査を行 うことが できる。  

 （その 他）  

第１０条  この要 綱に定め るものの ほか、 助 成金の交 付に関し 必要な

事項は、 市長が別 に定める 。  

   附  則  

 （施行 期日）  

１  この 要綱は、 平成３１ 年４月１ 日から施 行 し、平 成３０年 ６月６

日以降に 認定し た 生産性向 上特別 措 置法に基 づく認 定 先端設備 等導

入計画に 係る 助成 事業に適 用する 。  

２  前項 の場合に おいて、 この要綱 の施行前 に 一事業 年度を終 了した

助成事業 に係る 第 ７条の適 用は、第 7 条中「各事 業年 度の終了 後」

とあるの は、「こ の 要綱の施 行後」と する。  



 （失効 ）  

３  この 要綱は、 平成３６ 年 ９月３ ０日限り 、その効 力を失う 。  

 （特例 措置）  

４  令和 ２年１月 １日から 同年１２ 月３１日 まで の間 に期末決 算 が到

来する事 業年度に おける 第 ４条の規 定 の適用 は、「年 ３ パーセン ト以

上の労働 生産性向 上」とあ るのは、「 年１．５ パーセン ト 以上の労 働

生産性向 上又は 年 １．５パ ーセン ト 以上の 給 与支給 総 額（人件 費の

うち給料 、賃金 及 び役員報 酬等を 含 み、福利 厚生費 及 び法定福 利費

等は除く。）の増 加 のいずれ か 」と読 み替える ものとす る 。  

   附  則  

 この要 綱は、決 裁の日か ら施行す る。  

    


